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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第78期

第３四半期連結
累計期間

第79期
第３四半期連結
累計期間

第78期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 （千円） 3,434,554 2,914,304 4,343,845

経常利益 （千円） 306,822 78,976 276,531

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（千円） 151,966 △69,429 149,812

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 217,265 △227,476 170,694

純資産額 （千円） 2,727,649 2,344,524 2,680,976

総資産額 （千円） 6,450,436 5,975,130 5,781,062

１株当たり

四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり

四半期純損失金額（△）

（円） 13.97 △6.38 13.77

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.6 36.6 43.4

　

回次
第78期

第３四半期連結
会計期間

第79期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 8.15 △6.54

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　第78期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容について、

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災以降の混沌を脱し、緩やかな持ち直しの動きが見

られるものの、欧州を中心とする信用不安や円高の進行などにより、景気の回復のペースは鈍化し、けん引役であっ

た中国を中心とした新興国でも、先進国向け輸出が減少するなど、世界経済も減速傾向となりました。

　このような環境のもと、当社グループは周辺技術を生かした新商品の研究に邁進するとともに、一層の品質向上と

差別化を図り、消費者ニーズに合致した商品の拡販に取り組んでまいりましたが、当第３四半期連結累計期間の売

上高29億14百万円（前年同四半期比15.1％減）、営業利益63百万円（前年同四半期比83.6％減）、経常利益78百万

円（前年同四半期比74.3％減）、投資有価証券評価損45百万円及び子会社の特別退職金57百万円を特別損失に計上

したことにより、四半期純損失69百万円（前年同四半期は四半期純利益1億51百万円）となりました。

　　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　ヘルスケア事業

　ヘルスケア事業は、新興国を中心にポリウレタン製コンドームの拡販に努めましたが、国内は脆弱な価格体系

に、輸出は円高の影響により売上高は17億36百万円（前年同四半期比21.6％減）、販売費の節減等により営業利

益は2億52百万円（前年同四半期比52.6％減）となりました。

②　プラスチック製品事業

　プラスチック製品事業は、原料価格の高止まりを回避すべく、輸入原料の購入等コスト削減に傾注しましたが、

販売価格の低迷と相俟って、流通在庫の解消が長引き、売上高は9億77百万円（前年同四半期比1.7％減）、営業利

益は26百万円（前年同四半期比55.6％減）となりました。

③　その他

　その他の事業の入浴・介護サービス等の売上高は2億円（前年同四半期比11.3％減）、営業損失は10百万円（前

年同四半期は営業損失1百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1億94百万円増加し、59億75百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が4億44百万円増加し、有形固定資産が2億8百万円、投資有価証券が50百万円減少した

ことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ5億30百万円増加し、36億30百万円となりました。これは主に、長・短期借入

金が4億77百万円増加したことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ3億36百万円減少し、23億44百万円となりました。これは主に、四半期純損

失69百万円と為替換算調整勘定が1億46百万円減少し、配当金1億8百万円を支払ったことによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めております。内容は

次のとおりであります。

①　基本方針の内容

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している会社として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案

に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるものなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社

グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもありえます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負

託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉など

を行う必要があると考えております。

　

②　取組みの内容

イ　基本方針の実現に資する特別な取組み

　（企業価値向上への取組み）　

　当社は地球の環境問題、食料需給のアンバランス、飢餓・貧困等諸問題に大きく関わりを持つ人口爆発に対処

すべく、世界市場を舞台に選び、意義ある事業を発展させ、真の意味での豊かな社会作りに貢献することを目指

して全社員で日々挑戦しております。社員のその取組みにおける基本姿勢は、社会変化を素早く、的確に捉え、

ユーザーや消費者の方々が求める高品質、高付加価値の商品・サービスを独自の発想の開発手法と企画力を駆

使して提供することにあります。また、今まで世に送り出してきた当社製品が象徴するように、他社に安易に追

随する類似製品の上市やマーケティング手法の模倣を極力排除し、ユーザーや消費者の方々が求める高品質で

個性溢れるユーティリティーの高い製品・サービスを提供することを念頭に日々業務に当たっております。

　当社の発展の尺度については必ずしも量的追求に主眼を置かず、利益の最大化及びユーザーや消費者並びに

株主の皆様の満足度の最大化をその規準としております。従いまして、当社の基本的方針のキーワードは、以下

のように表されると存じます。

物心両面での豊かな社会作り

高価値商品・サービスの提供

利益の最大化

創造性重視

社員の自主性の醸成

柔軟性と即応性を持った経営

グローバリゼーション対応

　昭和９年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積された開発・生産・営業に関する技術・知

識・ノウハウ、取引先との協力関係、営業及びそのネットワークなど、当社の主力事業でありますヘルスケア事

業やプラスチック製品事業に対する深い理解や造詣が今後の経営においては、一層ますます重要になってまい

ります。
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　当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変化にも対応が可能な体制を継続的に追

求してまいります。また、各事業の活動については経営の集中化及び効率化を進め、創造性の高い製品・サービ

スの供給に一層拍車を掛けて取り組むことで、他社と差別化できる独自性を強く打ち出してまいります。一方、

コスト面においてもその優位性を発揮すべく、日々改善の努力をしつつ、システム変更まで視野に入れた抜本

的改革にも着手いたします。

　グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能すべく、グローバリゼーション戦略の実

現を継続し、目指します。

　創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の源泉になっており、このような取

組みを通じて、企業収益の拡大を図ることにより、取引先、従業員等のステークホルダーとの信頼関係をより強

固なものにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資することができると考えております。

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、全社員一丸となって、社会における企業

のあり方・使命を肝に銘じ、株主様・消費者・取引先の信頼をそこなわない、事業活動の向上を目指しており

ます。

よって、当社は、法令を誠実に遵守し、株主利益の最大化に努め、社会的良識をもって行動することにより、社

会貢献、企業価値の向上を図ります。

また、当社は、常務会及び取締役会並びに幹部社員参加の経営会議において、経営の透明性を高め、意思決定

のスピードアップにも努めております。

なお、監査役会は、４名のうち３名を社外監査役とし、監査の独立性を維持し、取締役の職務執行や意思決定

事項を客観的に監査・監視できる体制としており、加えて内部統制の実効化によりコーポレート・ガバナンス

を強化しております。

ロ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社株式の大規模買付行為を行なおうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当

社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行なおうとする者に損害が発生する可能性があることを

明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株

式の大規模買付行為を行なおうとする者に対して、警告を行なうものです。

　

③　取締役会の判断及びその判断に係る理由

イ　前述②イの取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための具体的な方策として策定され

たものであるので、前記①の基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の

維持を目的とするものではないと判断しております。

ロ　前述②ロの取組みについては、大規模買付行為に関する情報提供を求めるとともに、大規模買付行為が当社の

企業価値を毀損する場合に対抗措置を発動する可能性があることを定めるものであり、前記①の基本方針に

沿ったものであります。また、その導入については株主意思を尊重するため、株主総会で承認をいただき、更に

取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するために独立委員会を設置し、取締役は独立委員会の

勧告を最大限尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保する

こととしています。したがって、当社取締役会は、当該取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また当

社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

　

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は62百万円であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,740,000

計 43,740,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
  現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,937,449　　　　　10,937,449　
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 10,937,449　　　　　10,937,449　　 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　　　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（株）

 発行済株式
  総数残高
   （株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

 資本準備金
   増減額
  （千円）

 資本準備金
    残高
  （千円）

平成23年10月１日

から

平成23年12月31日

－ 10,937,449 － 547,436 － 681,385

　　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

①【発行済株式】

　 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

普通株式　      60,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  10,766,000 10,766 －

単元未満株式 普通株式　     111,449 － －

発行済株式総数     10,937,449 － －

総株主の議決権 － 10,766 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権数２個）含まれて

おります。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式241株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
   自己名義
  所有株式数
    （株）

   他人名義
  所有株式数
    （株）

  所有株式数
    の合計
    （株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

相模ゴム工業株式会社
神奈川県厚木市元町

２番１号
60,000 － 60,000 0.55

計 － 60,000 － 60,000 0.55

（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めております。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、應和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 496,169 940,385

受取手形及び売掛金 1,430,273 ※1
 1,455,322

たな卸資産 1,005,232 969,220

繰延税金資産 47,976 48,029

その他 23,184 66,663

貸倒引当金 △77,215 △81,814

流動資産合計 2,925,619 3,397,807

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,780,473 1,751,768

減価償却累計額 △1,197,919 △1,210,086

建物及び構築物（純額） 582,553 541,682

機械装置及び運搬具 4,051,672 3,804,292

減価償却累計額 △3,192,473 △3,109,701

機械装置及び運搬具（純額） 859,199 694,591

土地 944,550 938,031

その他 223,031 218,872

減価償却累計額 △204,865 △197,367

その他（純額） 18,166 21,505

有形固定資産合計 2,404,470 2,195,810

無形固定資産

のれん 25,053 8,897

その他 2,594 2,028

無形固定資産合計 27,648 10,926

投資その他の資産

投資有価証券 357,017 306,524

繰延税金資産 11,685 7,523

その他 57,114 59,471

貸倒引当金 △2,494 △2,932

投資その他の資産合計 423,323 370,585

固定資産合計 2,855,442 2,577,322

資産合計 5,781,062 5,975,130
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 474,095 ※1
 533,204

短期借入金 1,724,476 2,404,400

未払法人税等 20,522 －

賞与引当金 68,626 37,569

その他 238,878 273,759

流動負債合計 2,526,597 3,248,934

固定負債

長期借入金 258,600 56,400

退職給付引当金 113,552 120,444

役員退職慰労引当金 192,616 193,857

資産除去債務 5,219 5,219

長期預り保証金 1,000 3,250

その他 2,500 2,500

固定負債合計 573,488 381,671

負債合計 3,100,085 3,630,605

純資産の部

株主資本

資本金 547,436 547,436

資本剰余金 681,385 681,385

利益剰余金 1,965,574 1,787,367

自己株式 △18,194 △18,393

株主資本合計 3,176,201 2,997,795

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 69,407 68,181

為替換算調整勘定 △733,904 △880,520

その他の包括利益累計額合計 △664,497 △812,339

少数株主持分 169,272 159,067

純資産合計 2,680,976 2,344,524

負債純資産合計 5,781,062 5,975,130
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 3,434,554 2,914,304

売上原価 2,162,034 2,000,531

売上総利益 1,272,519 913,772

販売費及び一般管理費 883,884 850,055

営業利益 388,635 63,717

営業外収益

受取利息 156 341

受取配当金 9,374 9,370

作業くず売却益 9,940 8,908

その他 14,802 23,944

営業外収益合計 34,274 42,564

営業外費用

支払利息 30,435 11,000

為替差損 85,497 16,179

その他 153 125

営業外費用合計 116,086 27,305

経常利益 306,822 78,976

特別利益

固定資産売却益 139 ※1
 92

貸倒引当金戻入額 1,051 －

特別利益合計 1,191 92

特別損失

固定資産除売却損 ※2
 473

※2
 860

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,422 －

投資有価証券評価損 － 45,961

特別退職金 － 57,127

その他 ※3
 2,500 －

特別損失合計 9,395 103,950

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

298,618 △24,881

法人税等 135,514 39,194

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

163,103 △64,075

少数株主利益 11,136 5,354

四半期純利益又は四半期純損失（△） 151,966 △69,429
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

163,103 △64,075

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △18,672 △1,225

為替換算調整勘定 72,834 △162,174

その他の包括利益合計 54,162 △163,400

四半期包括利益 217,265 △227,476

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 205,439 △217,271

少数株主に係る四半期包括利益 11,825 △10,204
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１　税金費用の計算

　税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度　
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

―――――――――― ※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、四半期連結会計期間末日残高に含まれて

いる四半期連結会計期間末日満期手形は、次のとおり

であります。　　

 受取手形 37,819千円

支払手形 94,818千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

―――――――――― ※１　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。
　 機械装置及び運搬具 92千円

計 92千円
※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。 ※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 406千円
その他 67千円

計 473千円

建物及び構築物 18千円
機械装置及び運搬具 619千円
その他 222千円

計 860千円
※３  その他の内容は、次のとおりであります。　　　

廃棄物処理損 2,500千円
――――――――――

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期連結累計期間に係る四半
期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれ
んを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 141,522千円
のれんの償却額 18,588千円

減価償却費 151,844千円
のれんの償却額 16,155千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）
配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月28日
定時株主総会

普通株式 108,822 10平成22年３月31日平成22年６月29日利益剰余金

　　
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）
配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 108,776 10平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

 １  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ヘルスケア
事業

プラス
チック製
品事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
2,213,962994,6263,208,589225,9643,434,554 － 3,434,554

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 2,213,962994,6263,208,589225,9643,434,554 － 3,434,554

セグメント利益

又は損失（△）
533,48660,441593,928△1,440592,487△203,852388,635

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、巡回入浴等のサービス

や日用雑貨品他を製造・販売しております。

２  セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去と各報告セグメントに配分していない全社費

用が含まれております。

    全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 ２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

 １  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　  （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

ヘルスケア
事業

プラス
チック製
品事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
1,736,601977,3732,713,974200,3292,914,304 － 2,914,304

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 1,736,601977,3732,713,974200,3292,914,304 － 2,914,304

セグメント利益

又は損失（△）
252,83626,852279,689△10,360269,329△205,61163,717

（注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、巡回入浴等のサービス

や日用雑貨品他を製造・販売しております。

２  セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去と各報告セグメントに配分していない全社費

用が含まれております。

    全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 ２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
13円97銭 △6円38銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（千円）
151,966 △69,429

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（千円）
151,966 △69,429

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,880 10,877

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　
　

　 　平成24年２月８日
相模ゴム工業株式会社　 　
取　締　役　会　御中 　 　
　

　 應 和 監 査 法 人　

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 澤　田　　昌　宏　　印

　

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 澤　田　　昌　輝　　印

　
　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている相

模ゴム工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日

から平成23年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し

て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。　

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して

実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国

において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて

限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、相模ゴム工業株式会社及び連結子会

社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上
　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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